(7)  一部事務組合では、ごみ処理に関する事務が３８９件
（２７．６％）で最も多く、以下、し尿処理に関する事務３１２件（２２．１％）、消防・救急に関する事務２６７件（１８．９％）の順となっている。前回調査との比較では、組合で管理・運営する施設（し尿処理施設等）の老朽化に伴う組合の統合等により５７件減少している。
(8)  一部事務組合の設置件数の推移は、昭和４２年から昭和４９年まで、毎年ほぼ同じ割合で増加し、昭和４９年には３，０３９件に達したが、それ以降、昭和５３年には多少の増加を示しているものの、すう勢的に減少している（図２）。これは、主に複合的一部事務組合制度の創設（昭和４９年）により、一部事務組合同士の統合が進んだためと考えられる。その後、平成の合併以降、減少傾向に拍車がかかっている。近年は、組合で管理・運営する施設（し尿処理施設等）の老朽化に伴う組合の統合や、一部事務組合を解散し、他の共同処理（事務委託等）を活用する事例などが多くなってきており、前回調査に引き続き、一部事務組合は減少している。
(9)  広域連合の設置件数は、平成１９年に各都道府県で後期高齢者医療広域連合が設置されたこともあり１００件を超えている（図２）。件数は前回調査と同数の１１６件となっている。水道の広域化のため、水道事業に関する広域連合の設立により１件増加した一方、主要事務であった養護老人ホーム施設の閉園に伴う解散により１件減少している。





３　事務の種類別の状況（第３表）
(1)　事務の種類別にその件数をみると、総件数１２，０５９件に対し、住民票の写し等の交付に関する事務が１，３６９件で全体の１１．４％と最も多く、以下、公平委員会に関する事務１，２９１件（１０．７％）、競艇に関する事務８７６件　（７．３％）、ごみ処理に関する事務５６４件（４．７％）の順となっている。
[bookmark: _Hlk96610689](2)　 前回調査との比較では、主な増減として、事務の委託等の増加により、行政不服審査法上の附属機関に関する事務が５５件、情報基盤整備に関する事務(戸籍に係る電子情報処理組織に関する事務等)が３７件増加している。また、連携協約の新規締結等により児童福祉に関する事務(病児保育の共同実施等)が１３件増加している。一方、し尿処理に関する事務は、組合で管理・運営する施設の老朽化に伴う組合の統合等により７件減少している。なお、総件数としては、６２件の増加となっている。

４　設置主体別の状況（第１表）
(1)　設置主体では、市町村相互間によるものが７，０５５件（全体の７５．５％）となっている。そのうち共同処理方式別では事務の委託が４，５７４件（６４．８％）、一部事務組合が１，３７４件（１９．５％）となっている。また、都道府県と市町村相互間によるものは２，２５５件（全体の２４．１％）となっており、そのうち共同処理方式別では事務の委託が２，１４６件（９５．２％）となっている。
(2)　前回調査との比較では、市町村相互間によるものは８７件増加し、都道府県と市町村相互間によるものは６９件増加している。
